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経済産業省　経済産業政策局　知的財産政策室　
「営業秘密に係る刑事的措置の見直しの方向性について（案）」

パブリックコメント担当　御中

「営業秘密に係る刑事的措置の見直しの方向性について（案）」
1． 団体：

日本ライセンス協会
2． 住所：

〒105-0001 
東京都港区虎ノ門2丁目9番14号（社）発明協会内

日本ライセンス協会（会長　高柳　昌生）

３．電話: 03-3595-0578

４．FAX: 03-3595-0485
５．E-mail:  LESJ事務局（本部） [les@din.or.jp] 
６．対応の方向性についての意見
　 現行の営業秘密侵害罪は、現在においては「営業秘密に係る刑事的措置の見直しの方向性について（案）」（以下「本案」）において示された課題を含んでおり、これを看過することはわが国企業の停滞をまねき国際競争力の低下に繋がりかねないとする指摘は的を射ており、これに対し適切な措置を講じるための本案の方向性については、基本的に賛同できる。可及的速やかに具体案の検討・法制化が行われることにより、予防効果を含め早期に実効があがることを切望する。

７．具体的方向についての意見
本案８ページ、第２目的要件の在り方および本案９ページ、第３営業秘密の不正な取得行為・領得行為に関連して、管理侵害行為と単なる管理規律違反行為とは区別が容易でなく，開示，使用という外形行為が未だなされない段階において，行為の違法性と「図利加害目的」を認定することは，行為者が自白する場合を除いて状況証拠によるしかない場合が殆どであると考えられ，かといって自白偏重となることは重大な弊害をもたらすことになりかねない。また，不正競争防止法第２１条第１項の罪は親告罪であることから，被害者にとって，状況証拠に基づいて告訴を行うことは，虚偽告訴罪（刑法第１７２条）を犯すこととなる危険を考慮せざるを得ず，断念せざるを得ない場合も少なくないと考えられる。
本案９ページ、第３営業秘密の不正な取得行為・領得行為に関連して、不正な営業秘密の取得行為・領得行為は、その客体が営業秘密の化体された有体物そのものではない場合、何処までが刑事罰の対象となるのかの線引きが本案では必ずしも明確でない。
従って、本案にかかる法改正を営業秘密の保護ため，特に，被害者にとって実益あるものとし、且つ適正な情報管理体制をとっていれば加害者とならないことを明らかにするために，構成要件の一層の明確化がなされることが望まれる。また、法制化の暁には営業秘密侵害罪の適用の指針等が示されることが望まれる。なお、対象としては、少なくも諸外国で対象とされる行為が含まれることが望まれる。
以上
